
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年１２月亀岡市議会定例会 
 

条例一部改正資料 
 

（新 旧 対 照 表） 



職員の育児休業等に関する条例（平成4年亀岡市条例第9号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第2条 育児休業法第2条第1項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

第2条 育児休業法第2条第1項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 (3) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ｱ) （略） (ｱ) （略） 

(ｲ) その養育する子（育児休業法第2条第1項に規定する子を

いう。以下同じ。）が1歳6箇月に達する日（第2条の3第3号

において「1歳6箇月到達日」という。）         

                    までに、その任

期（任期が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満

了すること及び特定職に引き続き採用されないことが明らか

でない非常勤職員 

(ｲ) その養育する子（育児休業法第2条第1項に規定する子を

いう。以下同じ。）が1歳6箇月に達する日（以下     

    「1歳6箇月到達日」という。）（第2条の4の規定に

該当する場合にあっては、2歳に達する日）までに、その任

期（任期が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満

了すること及び特定職に引き続き採用されないことが明らか

でない非常勤職員 

(ｳ) （略） (ｳ) （略） 

イ・ウ （略） イ・ウ （略） 

第2条の2 （略） 第2条の2 （略） 

（育児休業法第2条第1項の条例で定める日） （育児休業法第2条第1項の条例で定める日） 

第2条の3 育児休業法第2条第1項の条例で定める日は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

第2条の3 育児休業法第2条第1項の条例で定める日は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育す

る子の1歳到達日以前のいずれかの日において当該子を養育する

ために育児休業法その他の法律の規定による育児休業（以下この

(2) 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育す

る子の1歳到達日以前のいずれかの日において当該子を養育する

ために育児休業法その他の法律の規定による育児休業（以下この



条    において「地方等育児休業」という。）をしている場

合において当該非常勤職員が当該子について育児休業をしようと

する場合（当該育児休業の期間の初日とされた日が当該子の1歳

到達日の翌日後である場合又は当該地方等育児休業の期間の初日

前である場合を除く。） 当該子が1歳2箇月に達する日（当該日

が当該育児休業の期間の初日とされた日から起算して育児休業等

可能日数（当該子の出生の日から当該子の1歳到達日までの日数

をいう。）から育児休業等取得日数（当該子の出生の日以後当該

非常勤職員が労働基準法（昭和22年法律第49号）第65条第1項又

は第2項の規定により勤務しなかった日数と当該子について育児

休業をした日数を合算した日数をいう。）を差し引いた日数を経

過する日より後の日であるときは、当該経過する日） 

条及び次条において「地方等育児休業」という。）をしている場

合において当該非常勤職員が当該子について育児休業をしようと

する場合（当該育児休業の期間の初日とされた日が当該子の1歳

到達日の翌日後である場合又は当該地方等育児休業の期間の初日

前である場合を除く。） 当該子が1歳2箇月に達する日（当該日

が当該育児休業の期間の初日とされた日から起算して育児休業等

可能日数（当該子の出生の日から当該子の1歳到達日までの日数

をいう。）から育児休業等取得日数（当該子の出生の日以後当該

非常勤職員が労働基準法（昭和22年法律第49号）第65条第1項又

は第2項の規定により勤務しなかった日数と当該子について育児

休業をした日数を合算した日数をいう。）を差し引いた日数を経

過する日より後の日であるときは、当該経過する日） 

(3) （略） (3) （略） 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

＜新規＞ （育児休業法第2条第1項の条例で定める場合） 

 第2条の4 育児休業法第2条第1項の条例で定める場合は、1歳6箇月か

ら2歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の1歳

6箇月到達日の翌日（当該子の1歳6箇月到達日後の期間においてこ

の条の規定に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とす

る育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、

又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあって

は、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次

の各号のいずれにも該当するときとする。 

 (1) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の1歳6箇月到達日

において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が

当該子の1歳6箇月到達日において地方等育児休業をしている場合 

 (2) 当該子の1歳6箇月到達日後の期間について育児休業をするこ

とが継続的な勤務のために特に必要と認められる場合として規則



で定める場合に該当する場合 

（育児休業法第2条第1項ただし書の人事院規則で定める期間を基準

として条例で定める期間） 

（育児休業法第2条第1項ただし書の人事院規則で定める期間を基準

として条例で定める期間） 

第2条の4 育児休業法第2条第1項ただし書の人事院規則で定める期間

を基準として条例で定める期間は、57日間とする。 

第2条の5 育児休業法第2条第1項ただし書の人事院規則で定める期間

を基準として条例で定める期間は、57日間とする。 

（育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定める特別の事情） （育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定める特別の事情） 

第3条 育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定める特別の事情

は、次に掲げる事情とする。 

第3条 育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定める特別の事情

は、次に掲げる事情とする。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

(7) 第2条の3第3号に掲げる場合に該当すること        

        。 

(7) 第2条の3第3号に掲げる場合に該当すること又は第2条の4の規

定に該当すること。 

(8) （略） (8) （略） 

 



亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例（平成21年亀岡市条例第34号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

（開設日及び開設時間） （開設日及び開設時間） 
第4条 児童会の開設日は、4月1日から翌年の3月31日までとする。た

だし、次の各号に掲げる日を除く。 

第4条 児童会の開設日は、4月1日から翌年の3月31日までとする。た

だし、次の各号に掲げる日を除く。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 気象警報発令により、小学校が休校の日 (5) 気象警報発表により、小学校が休校の日 

(6) （略） (6) （略） 

2 児童会の開設時間は、平日は授業終了後から午後6時までとする。

ただし、小学校の学年始休業日、夏季休業日、冬季休業日、学年末

休業日及び開設する小学校が休校の日にあっては、午前8時から午

後6時までとし、土曜日は、午前8時30分から午後0時30分までとす

る。 

2 児童会の開設時間は、平日は授業終了後から午後6時まで    

   、小学校の学年始休業日、夏季休業日、冬季休業日、学年末

休業日及び開設する小学校が休校の日にあっては、午前8時から午

後6時までとし、土曜日は、午前8時30分から午後0時30分までとす

る。ただし、教育長が必要と認めるときは、土曜日を除き、開設時

間を午後6時30分まで延長することができる。 

3 （略） 3 （略） 

（負担金） （負担金） 
第7条 前条の規定により入会の許可を受けた保護者（以下「利用

者」という。）は、児童1人当たり別表第1又は別表第2に定める負

担金を毎月末までに納入しなければならない。ただし、同一世帯に

おいて別表第1及び別表第2を適用する児童がいる場合は、別表第2

を適用する児童について別表第2の同一世帯から2人以上入会してい

る場合の左以外の児童（第2子以降）の額を適用するものとする。 

第7条 前条の規定により入会の許可を受けた保護者（以下「利用

者」という。）は、児童1人当たり別表第1又は別表第2に定める負

担金を毎月末までに納入しなければならない。ただし、同一世帯に

おいて別表第1及び別表第2を適用する児童がいる場合は、別表第2

を適用する児童について別表第2の同一世帯から2人以上入会してい

る場合の左以外の児童（第2子以降）の額を適用するものとする。 

2 利用者は、前項の負担金のほか、別表第1及び別表第2の区分に関

わらず、土曜日の利用については、1回当たり200円       

                   を毎月末までに納入しな

ければならない。 

2 利用者は、前項の負担金のほか、別表第1及び別表第2の区分に関

わらず、土曜日の利用については、1回当たり200円、午後6時から6

時30分までの利用については、月額500円を毎月末までに納入しな

ければならない。 

3 （略） 3 （略） 
 



亀岡市野外活動施設条例（昭和57年亀岡市条例第25号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

別表第1（第6条関係） 

野外活動センター使用料 

大人 1 人 270円 

小人 100円 
 

別表第1（第6条関係） 

野外活動センター使用料 

大人 1 人 540円 

小人 200円 

備考 

1 小人とは、学校教育法（昭和22年法律第26号。以下「法」とい

う。）第1条に規定する小学校、中学校及び義務教育学校の児童

又は生徒をいう。 

2 市民が使用する場合の使用料は、2分の1の額とする。 

別表第2（第6条関係） 

施設使用料 

(1) キャンプ場宿泊料 

大人 1人1泊 320円 

小人 100円 

(2) テント使用料 

キャンプテント（10人用） 1張1泊 1,080円 

持込みテント 320円 

(3) スポーツハウス使用料 

和室 1人1日 100円 

会議室 100円 

(4) さくらツリーハウス使用料 

1棟1日 540円 

備考 

1 小人とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）第1条に規定す

る小学校、中学校及び義務教育学校の児童又は生徒をいう。 

2 市民以外の者が使用する場合の使用料は、2倍の額とする。 

別表第2（第6条関係） 

施設使用料 

(1) キャンプ場宿泊料 

大人 1人1泊 750円 

小人 300円 

(2) テント使用料 

キャンプテント（6人用） 1張1泊 2,160円 

持込みテント 1,080円 

(3) スポーツハウス使用料 

和室 1人1日 200円 

会議室 200円 

(4) さくらツリーハウス使用料 

1棟1泊（4人用） 5,400円 

1棟1日（4人用） 2,700円 

備考 

1 小人とは、法第1条に規定する小学校、中学校及び義務教育学

校の児童又は生徒をいう。 



 2 市民が使用する場合の使用料は、2分の1の額とする。 

 



亀岡市営住宅管理条例（平成9年亀岡市条例第48号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

（入居の承継） （入居の承継） 

第13条 市営住宅の入居者が死亡し、又は退去した場合において、そ

の死亡時又は退去時に当該入居者と同居していた者が引き続き当該

市営住宅に居住を希望するときは、当該入居者と同居していた者

は、公営住宅法施行規則第11条で定めるところにより、市長の承認

を得なければならない。 

第13条 市営住宅の入居者が死亡し、又は退去した場合において、そ

の死亡時又は退去時に当該入居者と同居していた者が引き続き当該

市営住宅に居住を希望するときは、当該入居者と同居していた者

は、公営住宅法施行規則第12条で定めるところにより、市長の承認

を得なければならない。 

2 （略） 2 （略） 

（家賃の決定） （家賃の決定） 

第14条 市営住宅の毎月の家賃は、毎年度、次条第3項の規定により

認定された収入（同条第4項の規定により更正された場合には、そ

の更正後の収入。第29条において同じ。）に基づき、近傍同種の住

宅の家賃（第3項の規定により定められたものをいう。以下同

じ。）以下で令第2条に規定する方法により算出した額とする。た

だし、入居者からの収入の申告がない場合           

           において、第36条第1項の規定による  

 請求を行ったにもかかわらず、市営住宅の入居者が、その請求に

応じないときは、当該市営住宅の家賃は近傍同種の住宅の家賃とす

る。 

第14条 市営住宅の毎月の家賃は、毎年度、次条第3項の規定により

認定された収入（同条第4項の規定により更正された場合には、そ

の更正後の収入。第29条において同じ。）に基づき、近傍同種の住

宅の家賃（第3項の規定により定められたものをいう。以下同

じ。）以下で令第2条に規定する方法により算出した額とする。た

だし、入居者からの収入の申告がない場合（次条第1項ただし書に

規定する場合を除く。）において、第36条第1項の規定による報告

の請求を行ったにもかかわらず、市営住宅の入居者が、その請求に

応じないときは、当該市営住宅の家賃は近傍同種の住宅の家賃とす

る。 

2・3 （略） 2・3 （略） 

（収入の申告等） （収入の申告等） 

第15条 入居者は、毎年度、市長に対し、収入を申告しなければなら

ない。 

第15条 入居者は、毎年度、市長に対し、収入を申告しなければなら

ない。ただし、入居者が公営住宅法施行規則第8条各号に掲げる者

に該当する場合において、収入を申告すること及び第36条第1項の

規定による報告の請求に応じることが困難であると市長が認めると

きは、この限りでない。 



2 前項に規定する収入の申告は、公営住宅法施行規則第8条に規定す

る方法によるものとする。 

2 前項に規定する収入の申告は、公営住宅法施行規則第7条に規定す

る方法によるものとする。 

3 市長は、第1項の規定による収入の申告に基づき        

                              

     、収入の額を認定し、当該額を入居者に通知するものと

する。 

3 市長は、第1項の規定による収入の申告に基づき（同項ただし書に

規定する場合にあっては、公営住宅法施行規則第9条に規定する方

法により）、収入の額を認定し、当該額を入居者に通知するものと

する。 

4 （略） 4 （略） 

（収入超過者に対する家賃） （収入超過者に対する家賃） 

第31条 （略） 第31条 （略） 

2 市長は前項に定める家賃を算出しようとするときは、収入超過者

の収入を勘案し近傍同種の住宅の家賃以下で、令第8条第2項   

                              

           に規定する方法によらなければならない。 

2 市長は前項に定める家賃を算出しようとするときは、収入超過者

の収入を勘案し近傍同種の住宅の家賃以下で、令第8条第2項（第15

条第1項ただし書に規定する場合にあっては、令第8条第3項におい

て準用する同条第2項）に規定する方法によらなければならない。 

3 （略） 3 （略） 

（公営住宅建替事業に係る家賃の特例） （公営住宅建替事業に係る家賃の特例） 

第39条 市長は、前条の申出により公営住宅の入居者を新たに整備さ

れた市営住宅に入居させる場合において、新たに入居する市営住宅

の家賃が従前の公営住宅の最終の家賃を超えることとなり、当該入

居者の居住の安定を図るため必要があると認めるときは、第14条第

1項、第31条第1項又は第33条第1項の規定にかかわらず、令第11条

で定めるところにより当該入居者の家賃を減額するものとする。 

第39条 市長は、前条の申出により公営住宅の入居者を新たに整備さ

れた市営住宅に入居させる場合において、新たに入居する市営住宅

の家賃が従前の公営住宅の最終の家賃を超えることとなり、当該入

居者の居住の安定を図るため必要があると認めるときは、第14条第

1項、第31条第1項又は第33条第1項の規定にかかわらず、令第12条

で定めるところにより当該入居者の家賃を減額するものとする。 

（公営住宅の用途の廃止による他の市営住宅への入居の際の家賃の

特例） 

（公営住宅の用途の廃止による他の市営住宅への入居の際の家賃の

特例） 

第40条 市長は、法第44条第3項の規定による公営住宅の用途の廃止

による公営住宅の除却に伴い当該公営住宅の入居者を他の市営住宅

に入居させる場合において、新たに入居する市営住宅の家賃が従前

の公営住宅の最終の家賃を超えることとなり、当該入居者の居住の

安定を図るため必要があると認めるときは、第14条第1項、第31条

第40条 市長は、法第44条第3項の規定による公営住宅の用途の廃止

による公営住宅の除却に伴い当該公営住宅の入居者を他の市営住宅

に入居させる場合において、新たに入居する市営住宅の家賃が従前

の公営住宅の最終の家賃を超えることとなり、当該入居者の居住の

安定を図るため必要があると認めるときは、第14条第1項、第31条



第1項又は第33条第1項の規定にかかわらず、令第11条で定めるとこ

ろにより当該入居者の家賃を減額するものとする。 

第1項又は第33条第1項の規定にかかわらず、令第12条で定めるとこ

ろにより当該入居者の家賃を減額するものとする。 

（家賃） （家賃） 

第53条 （略） 第53条 （略） 

2 前項の入居者の収入については、第15条の規定を準用する。この

場合において、同条第3項中「第1項」とあるのは「第53条第1項」

                    と読み替えるものとす

る。 

2 前項の入居者の収入については、第15条の規定を準用する。この

場合において、同条第1項ただし書中「第36条第1項」とあるのは

「第54条において準用する第36条第1項」と読み替えるものとす

る。 

3 （略） 3 （略） 

 



亀岡市特別会計条例（昭和39年亀岡市条例第8号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

（設置） （設置） 
第1条 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第

209条第2項の規定により次の各号に定める目的のため設置する。 

第1条 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第

209条第2項の規定により次の各号に定める目的のため設置する。 

(1) 亀岡市国民健康保険事業特別会計 

   国民健康保険事業を行うため 

(1) 亀岡市国民健康保険事業特別会計 

   国民健康保険事業を行うため 

(2) 亀岡市簡易水道事業特別会計 

   簡易水道事業を行うため 

 

(3) 亀岡市休日診療事業特別会計 

   休日診療事業を行うため 

(2) 亀岡市休日診療事業特別会計 

   休日診療事業を行うため 

(4) 亀岡市地域下水道事業特別会計 

   地域下水道事業を行うため 

(3) 亀岡市地域下水道事業特別会計 

   地域下水道事業を行うため 

(5) 亀岡市介護保険事業特別会計 

   介護保険事業を行うため 

(4) 亀岡市介護保険事業特別会計 

   介護保険事業を行うため 

(6) 亀岡市後期高齢者医療事業特別会計 

   後期高齢者医療事業を行うため 

(5) 亀岡市後期高齢者医療事業特別会計 

   後期高齢者医療事業を行うため 

(7) 亀岡市土地取得事業特別会計 

   公共用地の先行取得事業を行うため 

(6) 亀岡市土地取得事業特別会計 

   公共用地の先行取得事業を行うため 

(8) 亀岡市曽我部山林事業特別会計 

   山林造成事業を行うため 

(7) 亀岡市曽我部山林事業特別会計 

   山林造成事業を行うため 

(9) 亀岡市上水道事業会計 

   上水道事業を行うため 

(8) 亀岡市水道事業会計 

   水道事業を行うため 

(10) 亀岡市下水道事業会計 

    下水道事業を行うため 

(9) 亀岡市下水道事業会計 

   下水道事業を行うため 

(11) 亀岡市病院事業会計 

   病院事業を行うため 

(10) 亀岡市病院事業会計 

   病院事業を行うため 



（弾力条項の適用） （弾力条項の適用） 

第3条 第1条各号（第1号、第5号及び第6号を除く。）に掲げる特別

会計においては、法第218条第4項の規定により弾力条項を適用する

ことができるものとする。 

第3条 第1条各号（第1号、第4号及び第5号を除く。）に掲げる特別

会計においては、法第218条第4項の規定により弾力条項を適用する

ことができるものとする。 

    附 則 

 （施行期日） 

 1 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 （亀岡市特別会計条例の一部改正に伴う経過措置） 

 2 第1条の規定による改正前の亀岡市特別会計条例第1条に規定する

亀岡市簡易水道事業特別会計に係る決算上の剰余又は不足、債権、

債務及び資産は、亀岡市水道事業会計に引き継ぐものとする。 

 （亀岡市水道未普及地域解消事業分担金条例の一部改正に伴う経過

措置） 

 3 第2条の規定による改正前の亀岡市水道未普及地域解消事業分担金

条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、改正後の亀

岡市水道事業分担金条例の規定によりなされたものとみなす。 



亀岡市水道未普及地域解消事業分担金条例（平成21年亀岡市条例第40号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

○亀岡市水道未普及地域解消事業分担金条例 ○亀岡市水道事業       分担金条例 

（趣旨） （趣旨） 

第1条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第224条及び

第228条第1項の規定に基づき、亀岡市水道未普及地域解消事業（以

下「事業」という。）において水道未普及地域解消事業分担金（以

下「分担金」という。）を徴収することに関し、必要な事項を定め

るものとする。 

第1条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第224条及び

第228条第1項の規定に基づき、水道事業の費用に充てるための分担

金                             

           を徴収することに関し、必要な事項を定め

るものとする。 

 （適用範囲） 

 第2条 この条例を適用する水道事業は、亀岡市が行う事業のうち、

次に掲げるものとする。 

 (1) 水道が整備されていない地域において水道施設を整備する事

業（厚生労働大臣が適当と認めた水道未普及地域解消計画に基づ

き施行するものに限る。） 

 (2) 簡易水道事業を水道事業に統合する事業（簡易水道事業統合

計画に基づき施行するものに限る。） 

（分担金の額） （分担金の額） 

第2条 分担金の額は、事業費から国庫補助金等を控除した額の範囲

内において、上下水道事業管理者       （以下「管理者」

という。）が定める額とする。 

第3条 分担金の額は、事業費から国庫補助金等を控除した額の範囲

内において、水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」

という。）が定める額とする。 

（分担金の賦課） （分担金の賦課） 

第3条 分担金は、受益者が組織する団体で管理者が認めるものに対

して賦課する。 

第4条 分担金は、受益者が組織する団体で管理者が認めるものに対

して賦課する。 

2 分担金の額は、亀岡市上水道事業給水条例（昭和33年亀岡市条例

第28号)第14条の2、第14条の3及び第18条の規定による工事負担金

及び加入金(以下「工事負担金等」という。）相当額が含まれてい

 



るものとみなし、対象受益者には工事負担金等を賦課しないものと

する。 

（分担金の徴収等） （分担金の徴収等） 

第4条 分担金の徴収は、事業年度ごとに一時払の方法によるものと

する。ただし、管理者が特に徴収を困難と認めたときは、別に定め

るところにより、分割払の方法によることができる。 

第5条 分担金の徴収は、事業年度ごとに一時払の方法によるものと

する。ただし、管理者が特に徴収を困難と認めたときは、別に定め

るところにより、分割払の方法によることができる。 

2 分担金は、納入通知書を発して徴収するものとする。 2 分担金は、納入通知書を発して徴収するものとする。 

 （給水条例の適用除外） 

 第6条 第2条に掲げる事業により施行する配水施設等の設置及び給水

装置の新設等で、第4条に規定する分担金を賦課するものにあって

は、亀岡市水道事業給水条例（平成29年亀岡市条例第○号）第7

条、第8条及び第36条の規定にかかわらず、給水装置工事の費用、

配水施設等設置負担金及び加入金は、徴収しない。 

（その他） （その他） 

第5条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に

定める。 

第7条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に

定める。 

    附 則 

 （施行期日） 

 1 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 （亀岡市特別会計条例の一部改正に伴う経過措置） 

 2 第1条の規定による改正前の亀岡市特別会計条例第1条に規定する

亀岡市簡易水道事業特別会計に係る決算上の剰余又は不足、債権、

債務及び資産は、亀岡市水道事業会計に引き継ぐものとする。 

 （亀岡市水道未普及地域解消事業分担金条例の一部改正に伴う経過

措置） 

 3 第2条の規定による改正前の亀岡市水道未普及地域解消事業分担金

条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、改正後の亀

岡市水道事業分担金条例の規定によりなされたものとみなす。 



 



亀岡市情報公開条例（平成12年亀岡市条例第32号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

（定義） （定義） 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

(1) 実施機関 市長、上下水道事業管理者          

         、病院事業管理者、教育委員会、監査委員、

選挙管理委員会、公平委員会、農業委員会、固定資産評価審査委

員会及び議会をいう。 

(1) 実施機関 市長（水道事業及び下水道事業の管理者の権限を

行う市長を含む。）、病院事業管理者、教育委員会、監査委員、

選挙管理委員会、公平委員会、農業委員会、固定資産評価審査委

員会及び議会をいう。 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 



亀岡市個人情報保護条例（平成12年亀岡市条例第37号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

（定義） （定義） 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

(1) 実施機関 市長、上下水道事業管理者          

         、教育委員会、監査委員、選挙管理委員会、

公平委員会、農業委員会、固定資産評価審査委員会、議会及び病

院事業管理者をいう。 

(1) 実施機関 市長（水道事業及び下水道事業の管理者の権限を

行う市長を含む。）、教育委員会、監査委員、選挙管理委員会、

公平委員会、農業委員会、固定資産評価審査委員会、議会及び病

院事業管理者をいう。 

(2)～(8) （略） (2)～(8) （略） 

 



亀岡市防災会議条例（昭和38年亀岡市条例第12号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

（会長及び委員） （会長及び委員） 

第3条 （略） 第3条 （略） 

2～4 （略） 2～4 （略） 

5 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 5 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 副市長、上下水道事業管理者、病院事業管理者及び教育長 (2) 副市長          、病院事業管理者及び教育長 

(3)～(8) （略） (3)～(8) （略） 

6～8 （略） 6～8 （略） 

 



亀岡市上下水道部の企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和41年亀岡市条例第30号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

（管理職手当） （管理職手当） 

第4条 管理職手当は、管理又は監督の地位にある職員の職のうち、

その特殊性に基づき上下水道事業管理者            

  （以下「管理者」という。）が指定するものについて支給す

る。 

第4条 管理職手当は、管理又は監督の地位にある職員の職のうち、

その特殊性に基づき水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う

市長（以下「管理者」という。）が指定するものについて支給す

る。 



亀岡市公共下水道事業受益者負担に関する条例（昭和56年亀岡市条例第21号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

（総則） （総則） 

第1条 上下水道事業管理者        （以下「管理者」とい

う。）は、この条例の定めるところにより、公共下水道に係る都市

計画下水道事業（以下「事業」という。）に要する費用の一部に充

てるため、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」とい

う。）第75条の規定に基づく受益者負担金（以下「負担金」とい

う。）を徴収するものとする。 

第1条 下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」とい

う。）は、この条例の定めるところにより、公共下水道に係る都市

計画下水道事業（以下「事業」という。）に要する費用の一部に充

てるため、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」とい

う。）第75条の規定に基づく受益者負担金（以下「負担金」とい

う。）を徴収するものとする。 

 



亀岡市下水道条例（昭和57年亀岡市条例第24号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

（定義） （定義） 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

(1)～(16) （略） (1)～(16) （略） 

(17) 給水装置 亀岡市上水道事業給水条例（昭和33年亀岡市条例

第28号）第2条第1号に規定する給水装置をいう。 

(17) 給水装置 亀岡市水道事業給水条例（平成29年亀岡市条例第

 号）第3条第1号に規定する給水装置をいう。 

(18) （略） (18) （略） 

（排水設備の設置義務） （排水設備の設置義務） 

第3条 設置義務者は、法第10条第1項の規定により公共下水道の供用

開始の日から6箇月以内に排水設備を設置しなければならない。た

だし、水洗便所への改造義務については、法第11条の3に定めると

ころによる。 

第3条 設置義務者は、法第10条第1項の規定により公共下水道の供用

開始の日から6箇月以内に排水設備を設置しなければならない。た

だし、水洗便所への改造義務については、法第11条の3に定めると

ころによる。 

2 前項の規定にかかわらず、上下水道事業管理者       

（以下「管理者」という。）が特別の事由があると認めた者に対し

ては、この期間を延長することができる。 

2 前項の規定にかかわらず、下水道事業の管理者の権限を行う市長

（以下「管理者」という。）が特別の事由があると認めた者に対し

ては、この期間を延長することができる。 

  



亀岡市地域下水道条例（平成13年亀岡市条例第18号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

（用語の定義） （用語の定義） 

第3条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

第3条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 給水装置 亀岡市上水道事業給水条例（昭和33年亀岡市条例

第28号）第2条第1号又は亀岡市簡易水道事業給水条例（昭和33年

亀岡市条例第29号）第3条に規定する給水装置をいう。 

(6) 給水装置 亀岡市水道事業給水条例（平成29年亀岡市条例第

 号）第3条第1号                     

            に規定する給水装置をいう。 

(7)・(8) （略） (7)・(8) （略） 

  



亀岡市飲料水供給施設給水条例（昭和43年亀岡市条例第13号）新旧対照表 

現   行 改 正 後（案） 

（趣旨） （趣旨） 

第1条 この条例は、亀岡市飲料水供給施設           

       の給水についての料金及び給水施設工事の費用負担

その他の供給条件並びに給水の適正を保持するため必要な事項を定

めるものとする。 

第1条 この条例は、亀岡市飲料水供給施設（以下「飲料水供給施

設」という。）の給水についての料金及び給水装置工事の費用負担

その他の供給条件並びに給水の適正を保持するため必要な事項を定

めるものとする。 

（給水区域） （給水区域） 

第2条 亀岡市飲料水供給施設の給水区域は、次のとおりとする。 

名称 給水区域 

小泉飲料水供給施設 亀岡市東別院町小泉の区域 

  

第2条 飲料水供給施設   の給水区域は、次のとおりとする。 

名称 給水区域 

小泉飲料水供給施設 亀岡市東別院町小泉の区域 

  

（給水の方法） （給水の方法） 

第3条 給水の方法は、計量給水とする。 第3条 給水の方法は、計量給水とする。 

（料金） （料金） 

第4条 料金は、次の区分により算出した合計額に100分の108を乗じ

たもの とし、給水装置使用者    から徴収する。ただし、1

円未満の端数については切り捨てるものとする。 

料金等 
 

施設名 
使用区分 

基本料金（1期につき） 超過1立方
メートルに
つき 水量 料金 

小泉飲料水

供給施設 

家事用 16立方メートル 600円 40円 

その他 40立方メートル 1,200円 

  

第4条 料金は、次の区分により算出した合計額に100分の108を乗じ

て得た額とし、飲料水供給施設の使用者から徴収する。ただし、1

円未満の端数については切り捨てるものとする。 

料金等 
 

施設名 
使用区分 

基本料金（1期につき） 超過1立方
メートルに
つき 水量 料金 

小泉飲料水

供給施設 

家事用 16立方メートル 600円 40円 

その他 40立方メートル 1,200円 

  



 2 計量給水によるメーター使用料は、次の区分により算定した額に

100分の108を乗じて得た額とし、飲料水供給施設の使用者から徴収

する。ただし、1円未満の端数については、切り捨てるものとす

る。 

口径 料金（１個１期につき） 

13 ミリメートル 

20 ミリメートル 

25 ミリメートル 

100 円 

160 円 

200 円 

  

（供給条件等に関する規定の準用） （供給条件等に関する規定の準用） 

第5条 前3条に規定するもののほか、給水装置工事の費用の負担その

他給水についての供給条件等については、亀岡市簡易水道事業給水

条例（昭和33年亀岡市条例第29号）の規定（第1条、第2条、第15条

及び第20条第1項           を除く。）を準用する。 

第5条 前3条に規定するもののほか、給水装置工事の費用の負担その

他給水についての供給条件等については、亀岡市水道事業給水条例

（平成29亀岡市条例第 号   ）の規定（第1条、第2条、第27条

第1項、第36条、第46条、第47条、第51条を除く。）を準用する。 

 （補則） 

 第6条 この条例に定めるもののほか、飲料水供給施設の給水に関し

必要な事項は、水道事業の例による。 

 


